
ＩＣ北側地区計画
地区計画の目標

本地区は、牧之原市北部の東名高速道路相良牧之原インターチェンジ北側に位置し、東名高速道路相良牧之原イン
ターチェンジや国道473号に近接している。
都市計画マスタープランでは、広域交流拠点（魅力開発地）に位置づけられており、自然災害リスクの低さと広域交通

の利便性を活かし、流通施設、研究施設、商業施設等の立地誘導を推進するとともに、職住近接でゆとりのある魅力的な
住宅団地を整備していく地区として位置づけられている。また、“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組の推進区域にも指
定されており、土地区画整理事業による基盤整備が予定されている。有事には防災拠点として機能する複合的な拠点の
形成を図ることで、産業の振興、雇用の場の確保、移住定住人口の拡大、災害に強いまちづくりなど、市や周辺地域全体
に整備効果を波及させることを目指していく地区である。
このため、地区計画を策定することにより、新たな拠点としてふさわしい建築物等の規制・誘導を行い、産業及び住環

境が調和した良好な市街地の形成を図ることを目標とする。

区
域
の
整
備
・開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針

土地利用
の方針

■土地利用の方針
周辺環境との調和に配慮しつつ、広域交通の利便性を活かした新たな広域交流拠点にふさわしい複合的な土地利用を

誘導するため、次のように地区を区分し、方針を定める。

① 住居地区Ａ（第一種住居地域）
土地区画整理事業により創出される住居系を主とする市街地として、良好な住環境の整備を図る。

② 住居地区Ｂ（第一種住居地域）
既存住宅地として、住環境の維持、向上を図る。

③ 住居地区Ｃ・Ｄ（近隣商業地域）
既存住宅地として、住環境の維持、向上を図る。

④ 商業地区Ａ（近隣商業地域）
新たな賑わいを創出する大規模集客施設の立地を誘導し、広域交流拠点にふさわしい魅力あふれる商業地の形

成及び、防災拠点として機能する複合的な拠点施設の形成を図る。

⑤ 商業地区Ｂ（近隣商業地域）
ホテルや中規模な商業・業務施設の立地を誘導し、商業地の形成を図る。

⑥ 産業・流通業務地区（準工業地域）
大規模流通業務施設、軽工業施設の立地を誘導し、新たな産業地として良好な環境の整備や、防災拠点として機

能する複合的な拠点施設の形成を図る。

地区施設の
整備の方針

■地区施設の整備の方針
広域交流拠点として、地区内の計画的な土地利用の形成、安全で快適な市街地環境の確保を図るため、牧之原市IC
北側土地区画整理事業により、道路や公園等の地区施設を整備し、これら機能が損なわれないよう適切な維持・保全を
図る。

建築物等の
整備の方針

■建築物等の整備の方針

土地利用の方針における地区区分に即し、調和のとれた統一感のある街並み形成を図るため、次のように方針を定
める。

① 住居地区Ａ（第一種住居地域）
建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を定める。良好な住環境

の確保するため、垣又はさくの構造の制限を設ける

② 住居地区Ｂ（第一種住居地域）
建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を定める。

③ 住居地区Ｃ・Ｄ（近隣商業地域）
建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を定める。

④ 商業地区Ａ（近隣商業地域）
建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を定める。宅地規模の狭

小化を防止するために、敷地面積の最低限度を定める。

⑤ 商業地区Ｂ（近隣商業地域）
建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を定める。

⑥ 産業・流通業務地区（準工業地域）
建築物等の用途の制限、建築物等の高さの最高限度及び建築物の形態又は意匠の制限を定める。宅地規模の

狭小化を防止するために、敷地面積の最低限度を定める。
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道 路

区画道路14Ｍ－１、14Ｍ－２
区画道路11Ｍ－１、11Ｍ－2
区画道路９Ｍ－１、９Ｍ－２
区画道路８Ｍ－１
区画道路６Ｍ－１～６Ｍ－７
特殊道路４Ｍ－２

幅員14ｍ
幅員11ｍ
幅員９ｍ
幅員８ｍ
幅員６ｍ
幅員４ｍ

延長約343ｍ
延長約512ｍ
延長約524ｍ
延長約80ｍ
延長約815ｍ
延長約28ｍ

公 園
１号公園 面積約0.5ha
２号公園 面積約0.2ha

その他
公共空地

１号調整池 面積約0.9ha
２号調整池 面積約0.2ha

約28.7ha
■ 区域の整備・開発及び保全の方針

■ 区域図

令和６年８月１４日決定

地区計画の区域内での建築等の行為には、届出が必要です

地区計画は
地区ごとの計画です

●みなさんの住んでいる

身近な地域を単位に、その

地区の特性にあった良好な

まちづくりを行うために、将

来どのようなまちにするかと

いった目標や、都市環境の

整備や保全の方針を定めて

います。

●より良い都市環境を形成

するため、建築物の用途・高

さなどの制限や、地区施設

の配置など、まちづくりの内

容を具体的に定めています。

地区計画の区域内で、次の行為を行う場合は、着手の30日前までに、市に届出が必要です。

1. 土地の区画形質の変更

2. 建築物又は工作物の新築、改築、増築、移転

3. 建築物等の用途の変更

4. 建築物等の形態又は意匠の変更

●問い合せ先・相談は

牧之原市建設部都市住宅課 TEL0548-53-2633

※届出についての詳細は、市のホームページをご確認、又は都市住宅課にお問合せください。

●届出のながれ
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別途、土地区画整理法第76条の許可申請
（提出・問い合せ先：新拠点整備室）

地区計画の届出
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地区の

区分

地区の名称

（用途地域）
住居地区Ａ（第一種住居地域） 住居地区Ｂ（第一種住居地域） 住居地区Ｃ／Ｄ（近隣商業地域） 商業地区Ａ（近隣商業地域） 商業地区Ｂ（近隣商業地域） 産業・流通業務地区（準工業地域）

地区の面積 約3.4ha 約3.7ha 約0.2ha／約0.4ha 約9.0ha 約3.4ha 約8.6ha

建築物等の

用途の制限

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１ 建築基準法別表第２(い)項第４号に規定する学校

（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を

除く。）、図書館その他これらに類するもの（幼稚

園を除く。）

２ 建築基準法別表第２(い)項第７号に規定する公衆

浴場

３ 建築基準法別表第２(は)項第２号に規定する大学、

高等専門学校、専修学校その他これらに類するも

の

４ 建築基準法別表第２(は)項第３号に規定する病院

５ 建築基準法別表第２(に)項第３号に規定するボー

リング場、スケート場、水泳場その他これらに類す

る運動施設

６ 建築基準法別表第２(に)項第４号に規定するホテ

ル又は旅館

７ 建築基準法別表第２(に)項第５号に規定する自動

車教習所

８ 建築基準法別表第２(に)項第６号に規定する畜舎

９ 堆肥舎

10 店舗、飲食店その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が1,500㎡を

超えるもの及び３階以上の部分をその用途に供す

るもの

11 事務所でその用途に供する部分の床面積の合計

が1,500㎡を超えるもの及び３階以上の部分をそ

の用途に供するもの

12 倉庫でその用途に供する部分の床面積の合計が

1,500㎡を超えるもの及び建築基準法別表２(る

)項第１号(１)から(３)まで、(11)及び(12)に掲げ

る物品の貯蔵の用に供するもの

13 工場（建築基準法施行令第130条の６に定める

ものを除く。）

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１ 建築基準法別表第２(い)項第４号に規定する学校

（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を

除く。）、図書館その他これらに類するもの（幼稚

園を除く。）

２ 建築基準法別表第２(は)項第２号に規定する大学、

高等専門学校、専修学校その他これらに類するも

の

３ 建築基準法別表第２(は)項第３号に規定する病院

４ 建築基準法別表第２(に)項第３号に規定するボー

リング場、スケート場、水泳場その他これらに類す

る運動施設

５ 建築基準法別表第２(に)項第５号に規定する自動

車教習所

６ 建築基準法別表第２(に)項第６号に規定する畜舎

７ 堆肥舎

８ 店舗、飲食店その他これらに類するものでその用

途に供する部分の床面積の合計が1,500㎡を超

えるもの及び３階以上の部分をその用途に供する

もの

９ 事務所でその用途に供する部分の床面積の合計

が1,500㎡を超えるもの及び３階以上の部分をそ

の用途に供するもの

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１ 建築基準法別表第２(い)項第４号に規定する学校

（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を

除く。）、図書館その他これらに類するもの（幼稚

園を除く。）

２ 建築基準法別表第２(は)項第２号に規定する大学、

高等専門学校、専修学校その他これらに類するも

の

３ 建築基準法別表第２(は)項第３号に規定する病院

４ 建築基準法別表第２(に)項第３号に規定するボー

リング場、スケート場、水泳場その他これらに類す

る運動施設

５ 建築基準法別表第２(に)項第５号に規定する自動

車教習所

６ 建築基準法別表第２(に)項第６号に規定する畜舎

７ 堆肥舎

８ 店舗、飲食店その他これらに類するものでその用

途に供する部分の床面積の合計が1,500㎡を超

えるもの及び３階以上の部分をその用途に供する

もの

９ 事務所でその用途に供する部分の床面積の合計

が1,500㎡を超えるもの及び３階以上の部分をそ

の用途に供するもの

10 建築基準法別表２（ほ）項に規定するもの

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１ 建築基準法別表第２(い)項第１号に規定する住宅

２ 建築基準法別表第２(い)項第２号に規定する住宅

で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ね

るもののうち同法施行令第130条の３で定めるも

の

３ 建築基準法別表第２(い)項第４号に規定する建築

物のうち、学校（大学、高等専門学校、専修学校、

各種学校、及び幼稚園を除く。）に該当するもの

４ 建築基準法別表第２(い)項第５号に規定する神社、

寺院、教会その他これらに類するもの

５ 建築基準法別表第２(に)項第５号に規定する自動

車教習所

６ 建築基準法別表第２(へ)項第３号に規定する建築

物のうち、ナイトクラブに該当するもの

７ 建築基準法別表第２(に)項第６号に規定する畜舎

（但し、ペットショップ又はペットカフェに付属する

ものを除く）

８ 堆肥舎

９ 事務所、店舗、飲食店の用途に供するものうち風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和二十三年法律第百二十二号）第２条第１

項第１号から第４号に規定する「風俗営業」に供す

るもの

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１ 建築基準法別表第２(い)項第４号に規定する建築

物のうち、学校（大学、高等専門学校、専修学校、

各種学校、及び幼稚園を除く）に該当するもの

２ 建築基準法別表第２(に)項第５号に規定する自動

車教習所

３ 建築基準法別表第２(へ)項第３号に規定する建築

物のうち、ナイトクラブに該当するもの

４ 建築基準法別表第２（と)項第６号に規定する劇場、

映画館、演芸場若しくは観覧場、ナイトクラブその

他これに類する用途で同法施行令第130条の９

の２で定めるもの又は店舗、飲食店、展示場、遊

技場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その他こ

れらに類する用途で同法施行令第130条の８の２

で定めるものに供する建築物でその用途に供す

る部分（劇場、映画館、演芸場又は観覧場の用途

に供する部分にあっては、客席の部分に限る。）の

床面積の合計が10,000㎡を超えるもの

５ 建築基準法別表第２(に)項第６号に規定する畜舎

（但し、ペットショップ又はペットカフェに付属する

ものを除く）

６ 堆肥舎

７ 事務所、店舗、飲食店の用途に供するものうち風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和二十三年法律第百二十二号）第２条第５

項に規定する「性風俗関連特殊営業」に供するも

の

次に掲げる建築物は建築してはならない。

１ 建築基準法別表第２(い)項第１号に規定する住宅

２ 建築基準法別表第２(い)項第２号に規定する住宅

で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ね

るもののうち同法施行令第130条の３で定めるも

の

３ 建築基準法別表第２(い)項第５号に規定する神社、

寺院、教会その他これらに類するもの

４ 建築基準法別表第２(い)項第６号に規定する老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの

５ 建築基準法別表第２(い)項第７号に規定する公衆

浴場

６ 建築基準法別表第２(は)項第２号に規定する大学、

高等専門学校、専修学校その他これらに類するも

の

７ 建築基準法別表第２(は)項第４号に規定する老人

福祉センター、児童厚生施設その他これらに類す

るもの

８ 建築基準法別表第２(に)項第３号に規定するボー

リング場、スケート場、水泳場その他これらに類す

る同法施行令第130条の６の２で定める運動施設

９ 建築基準法別表第２(に)項第５号に規定する自動

車教習所

１０ 建築基準法別表第２(に)項第６号に規定する畜

舎

１１ 建築基準法別表第２(ほ)項第２号に規定する

マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発

売所、場外車券売場その他これらに類するもの

１２ 建築基準法別表第２(ほ)項第３号に規定するカ

ラオケボックスその他これに類するもの

１３ 建築基準法別表第２(を)項第３号に規定する

キャバレー、料理店その他これらに類するもの

１４ 建築基準法別表第２(を)項第４号に規定する劇

場、映画館、演芸場若しくは観覧場又はナイトクラ

ブその他これに類する同法施行令第130条の７の

３で定めるもの

１５ 建築基準法別表第２(を)項第５号に規定する学

校（幼稚園を除く。）

１６ 建築基準法別表第２(を)項第６号に規定する病

院

１７ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供す

るものでその用途に供する部分の床面積の合計

が1,500㎡を超えるもの

１８ 事務所、店舗、飲食店の用途に供するものうち風

俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法

律（昭和二十三年法律第百二十二号）第二条に規

定する「風俗営業」に供するもの

建築物の敷地面積

の最低限度
― ― ― 1,000㎡ ― 1,000㎡

垣又はさくの

構造の制限

道路に面して垣又はさくを設ける場合は、生垣ある

いはフェンス等とし、ブロック塀等これに類するものは

設置してはならない。

ただし、フェンス等の基礎でブロック塀これに類す

るものの高さが0.6ｍ以下のもの又は門及び門の袖

（高さが2.2ｍ以下かつ左右それぞれの長さが2.0ｍ

以下のものに限る。）にあってはこの限りではない。

― ― ― ― ―

建築物の高さ

の最高限度
15ｍ 31m

建築物等の形態

又は意匠の制限
建築物の外壁、屋根は、原色を避け周囲との調和がとれた色合いのものとする。

■ 建築物に関する事項


